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国民保護とは

万一武力攻撃や大規模テロがあった際
に、国、地方公共団体、関係機関などが
協力して住民を守るための仕組み

○ 住民の避難
・警報の伝達、避難の実施 等

○ 被災住民への救援
・避難施設の設置、食料等の提供、医療 等

○ 被害最小化のための取組み
・消火、救助、警戒区域の設定、退避の指示 等
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指定公共機関が実施する国民の保護のための措置

指定公共機関は、武力攻撃事態等において、自ら作成する業務計画に基づき、各法人の自らの業務の範囲

内で必要な措置を実施

○基本的に全国的見地から広域的に対処すべき措置を実施

○指定公共機関が国民保護措置として実施する措置の内容は､国民保護法の各条において具体的に規定

・放送事業者；警報・避難指示・武力攻撃災害緊急通報の内容の放送
・運送事業者；避難住民の運送・緊急物資の運送・旅客･貨物の運送の確保のための措置
・日本赤十字社；都道府県知事が行う救援への協力､外国人に関する安否情報の収集等
・電気通信事業者；避難施設における通信設備の臨時設置､国民保護措置に必要な通信の優先等
・日本銀行；銀行券発行､通貨及び金融の調節､金融機関間の資金決済の円滑な確保を通じた信用秩序の維持
・電気事業者･ガス事業者；電気･ガスの安定的かつ適切な供給
・郵便事業･一般信書便事業者；郵便及び信書便の確保
・医療機関；医療の確保
・公共的施設の管理者；河川管理施設､道路､港湾及び空港の適切な管理
・災害研究機関；武力攻撃災害の防除､軽減及び復旧に関する指導､助言等 等

指定公共機関

公共的機関や公益的事業を営む法人を、
指定公共機関として指定

国及び地方公共団体等と相互に協力し、その業務について必要な措置を実施する責務を有する｡
（武力攻撃事態対処法第6条､国民保護法第3条第4項）
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応急措置（退避の指示等）
警戒区域の設定
生活関連等施設の安全確保
交通の規制
保健衛生の確保

国 民

都 道 府 県

市 町 村

指定公共機関・指定地方公共機関

武力攻撃事態等における国民の保護のための仕組み

情報の提供
避難措置の指示
救援の指示、支援

住民に対する避難の指示

救援（収容施設の供与、炊
き出し、医療等）

避難住民の誘導

放射性物質等（NBC）汚染への対処
原子炉等による被害の防止
危険物質等に関する危険の防止
生活関連等施設の安全確保
感染症等への対処
生活関連物資等の価格の安定等

放送事業者による警報等の放送
日本赤十字社による救援への協力
運送事業者による避難住民及び緊急物資の運送 等

応急措置（退避の指示等）
警戒区域の設定
消防
廃棄物の処理

避難住民の誘導・救援
避難に関する訓練への参加

消火、負傷者の搬送、被災者の救助等
保健衛生の確保協力

避
難
・
救
援

武
力
攻
撃
に
伴
う
被
害
の
最
小
化

緊急通報の発令

消防に係る武力攻撃
災害の防御の指示

国

電気事業者・ガス事業者による
安定的な供給 等

武力攻撃
災害への
対処

国民生活
の安定

警報の発令
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【医療事業者】(2機関) 日本赤十字社、（独）国立病院機構

指定公共機関一覧（平成２０年１０月現在）

【公共的施設管理者】 (11事業者)
（独）水資源機構、（独）日本高速道路保有・債務返済機構、東日本高速道路（株）、首都高速道路（株）、中日本高速道路
（株）、西日本高速道路（株）、阪神高速道路（株）、本州四国連絡高速道路（株）、関西国際空港（株）、中部国際空港（株）、
成田国際空港（株）

【電気事業者】 (12社)
沖縄電力（株）、関西電力（株）、九州電力（株）、四国電力（株）、中国電力（株）、中部電力（株）、東京電力（株）、東北電力
（株）、北陸電力（株）、北海道電力（株）、電源開発（株）、日本原子力発電（株）

【ガス事業者】 (4社) 大阪瓦斯（株）、西部瓦斯（株）、東京瓦斯（株）、東邦瓦斯（株）

【電気通信事業者】 (8社)
日本電信電話（株）、東日本電信電話（株）、西日本電信電話（株）、ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ（株）、KDDI（株）、ソフトバンク
テレコム（株）、（株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ、ソフトバンクモバイル（株）

【放送事業者】（20社）
日本放送協会、朝日放送(株)、(株)テレビ朝日、(株)テレビ東京、東海テレビ放送(株)、(株)東京放送、(株)フジテレビジョン、
(株)毎日放送、関西テレビ放送(株)、中京テレビ放送(株)、中部日本放送(株)、名古屋テレビ放送(株)、日本テレビ放送網
(株)、讀賣テレビ放送(株)、大阪放送(株)、（株）日経ラジオ社、(株)ニッポン放送、（株)TBS ﾗｼﾞｵｱﾝﾄﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、東海ﾗｼﾞ
ｵ放送(株)、(株)文化放送

【災害研究機関】（14機関)
（独）海上技術安全研究所、（独）海上災害防止センター、（独）建築研究所、（独）原子力安全基盤機構、（独）港湾空港技術
研究所、（独）産業技術総合研究所、（独）情報処理推進機構、（独）情報通信研究機構、（独）森林総合研究所、（独）水産総
合研究センター、（独）土木研究所、（独）農業･食品産業技術総合研究機構、（独）放射線医学総合研究所、（独）日本原子力
研究開発機構
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【運送事業者】 (79社) 

【その他】 (2機関) 日本銀行、郵便事業（株）

※ 合計 １５２機関

○国内旅客船事業者(11社)
マルエーフェリー㈱、オーシャントランス(株）、（株)名門大洋フェリー、宮崎カーフェリー(株)、関西汽船(株)、商船三井フェリー(株)、新
日本海フェリー(株)、太平洋フェリー(株)、(株)ダイヤモンドフェリー、阪九フェリー(株)、東日本フェリー(株)

○バス事業者(25社)
ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ関東（株）、ｼﾞｪｲｱｰﾙ九州ﾊﾞｽ（株）、ｼﾞｪｲｱｰﾙ四国ﾊﾞｽ（株）、ｼﾞｪｲｱｰﾙ東海ﾊﾞｽ（株）、ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ東北（株）、ｼﾞｪｲ･ｱｰﾙ
北海道ﾊﾞｽ（株）、中国ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ（株）、西日本ｼﾞｪｲｱｰﾙﾊﾞｽ（株）、小田急バス（株）、神奈川中央交通（株）、近鉄バス（株）、京王電
鉄バス（株）、京成バス（株）、京阪バス（株）、京浜急行バス（株）、国際興業（株）、西武バス（株）、東急バス（株）、東武バスセントラ
ル（株）、南海バス（株）、阪急バス（株）、東都観光バス（株）、日本交通（株）、三重交通（株）、名阪近鉄バス（株）

○航空事業者(10社) 
ｴｱｰﾆｯﾎﾟﾝ（株）、エアーネクスト（株）、（株）スターフライヤー、(株)ｼﾞｬﾙｴｸｽﾌﾟﾚｽ、(株)日本航空ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、ｽｶｲﾈｯﾄｱｼﾞｱ航空（株）、
ｽｶｲﾏｰｸ（株）、全日本空輸（株）、日本ﾄﾗﾝｽｵｰｼｬﾝ航空（株）、北海道国際航空（株）

○鉄道事業者（23社）
北海道旅客鉄道（株）、四国旅客鉄道（株）、九州旅客鉄道（株）、日本貨物鉄道（株）、東海旅客鉄道（株）、西日本旅客鉄道（株）、東
日本旅客鉄道（株）、近畿日本鉄道（株）、小田急電鉄（株）、京王電鉄（株）、京成電鉄（株）、京阪電気鉄道（株）、京浜急行電鉄（株）、
相模鉄道（株）、西武鉄道（株）、東京急行電鉄（株）、東武鉄道（株）、名古屋鉄道（株）、南海電気鉄道（株）、西日本鉄道（株）、阪神
電気鉄道（株）、阪急電鉄（株）、東京地下鉄（株）

○内航海運業者（５社） 井本商運（株）、川崎近海汽船（株）、近海郵船物流（株）、栗林商船（株）、琉球海運（株）

○トラック事業者（５社） 佐川急便（株）、西濃運輸（株）、日本通運（株）、福山通運（株）、ヤマト運輸（株）
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生活関連等施設の安全確保

原子力発電所

危険物
貯蔵施設

空港旅客ターミナ
ル施設、１日当たり
の平均利用者数が
１０万人以上の駅、
浄水施設等
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著しい支障や、周辺地域に著しい被害を
及ぼすおそれのある施設
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